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政府模倣品・海賊版対策総合窓⼝



模倣品・海賊版対策の相談業務に関する年次報告について

 知的財産戦略本部で決定された「知的財産推進計画2005」において、政府
模倣品・海賊版対策総合窓⼝に関する年次報告書を作成することが明記。

 2017年版で12回⽬の年次報告。
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総合窓⼝

 権利者・企業の要望を受け、「知的
財産推進計画2004」（知的財産戦略
本部決定）において、政府全体の⼀
元的相談窓⼝を経済産業省に設置。

 企業等からの相談に対し、関係省庁
が連携して対応。

 企業等からの申⽴てに基づき、侵害
発⽣国の制度等を調査し、相⼿国政
府と協議する「協議申⽴制度」を運
⽤。

（参考）政府模倣品・海賊版対策総合窓⼝ホームページ
http://www.meti.go.jp/policy/ipr/index.html

年次報告

 政府模倣品・海賊版対策の総合窓⼝
である経済産業省と関係省庁が協⼒
して、毎年「年次報告書」を作成。

 関係省庁
• 内閣府知的財産戦略推進事務局
• 警察庁
• 消費者庁
• 総務省
• 法務省
• 外務省
• 財務省
• ⽂部科学省
• 農林⽔産省
• 経済産業省











模倣品・海賊版被害の概観【別添】

 特許庁が、2015年度において我が国の産業財産権を保有する我が国企業を
対象として実施した「2016年度模倣被害実態調査」によると、調査票を送
付した4,529社のうち、調査に回答した企業は2,122社。この中で2015年度
中に模倣被害を受けたと回答した企業は434社（回答企業の22.4%）。

 さらに被害状況は、「製造国（地域）」、「経由国（地域）」、「販売提供
国（地域）」別で、いずれも中国が最多。
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注１）「欧州その他」とは、トルコを除いた欧州諸国を⽰す。
注２）「中東その他」とは、アラブ⾸⻑国連邦（ＵＡＥ）及び

サウジアラビアを除いた中東諸国を⽰す。

出典：特許庁「2016年度模倣被害調査報告書」

国・地域別の模倣被害状況（全体推計値）








